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                      至 午後１１時４３分 

 

第２ 場 所  オンライン 
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        （２）意見交換 

 

第４ 議 事  （次のとおり） 

 

 



-1- 
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議        事 

 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 それでは、定刻となりましたので、ただいまから、次

期再犯防止推進計画の策定に向けた再犯防止推進計画等検討会の第１回会議を開催いたしま

す。 

  私、法務大臣官房政策立案総括審議官の吉川が、本日の司会進行を務めさせていただきま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

  本日は御出席いただきまして、誠にありがとうございます。 

  本日はオンライン方式により会議を開催させていただいておりまして、議長であります津

島法務副大臣、有識者の皆様、関係省庁の構成員の皆様にも、ウェブ会議システムを通じて

御出席を頂いております。音声が聞こえない、画像が映らないなどの不具合が生じました場

合には、議事の途中でも結構ですので、挙手機能、チャットなどでその旨をお知らせくださ

い。 

  それでは、本検討会の開催に当たり、議長であります津島法務副大臣から御挨拶をさせて

いただきます。 

  副大臣、どうぞよろしくお願いいたします。 

○法務副大臣 皆様、おはようございます。法務副大臣の津島でございます。再犯防止推進計

画等検討会の開催に当たり、議長として一言御挨拶を申し上げます。 

  刑務所出所者等の再犯防止は、我が国の犯罪対策の中で重要な位置を占めるものであり、

政府においては、再犯防止推進法の下、再犯防止推進計画に基づき一丸となって取組を進め

てまいりました。昨年１２月には再犯防止推進法の施行から５年が経過し、来年度は推進計

画の計画最終年度となるなど、節目の時期を迎えています。これまでの取組により、出所受

刑者の２年以内再入率が、直近の令和元年出所者では１５．７％にまで減少し、令和３年ま

でに１６％以下にするとの政府目標を達成するに至りました。 

  一方で、満期釈放者対策や国と地方公共団体との連携強化、民間協力者を含めた地域のネ

ットワーク作りなど、更に対策を強化すべき課題も明らかになってきております。令和５年

度からの次期推進計画においては、これらの課題に的確に対処し、再犯防止の取組を一層充

実したものとする必要があります。 

  本日は、次期推進計画の策定に向けた第１回の検討会です。推進計画に基づく各施策の進

捗状況等について、法務省から御報告申し上げた上で、有識者の皆様から、今後重点的に取

り組むべき施策や解決すべき課題などについて、忌憚のない御意見を頂きたいと考えてござ

います。一度は罪を犯した者が、再び社会の一員として受け入れられ、再び罪を犯すことな

く共生していくことができるよう、皆様のお力をお借りして、今後５年間の施策を定めてま

いりたいと考えてございますので、何とぞよろしくお願い申し上げます。 

  簡単ではございますが、以上をもちまして私の御挨拶といたします。どうぞよろしくお願

いいたします。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 副大臣、ありがとうございました。 

  議事に入る前に、構成員の異動がございましたので、御紹介をさせていただきます。 

  これまで有識者委員を務めていただいておりました、更生保護法人両全会理事長の小畑輝

海様が一身上の都合により御退任され、新たに、公益財団法人矯正協会特別研究員の松田美
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智子様に本検討会にお入りいただくこととなりました。 

  松田委員には、一言頂戴したく存じます。よろしくお願いいたします。 

○松田委員 皆様、はじめまして。ただいま御紹介いただきました松田でございます。この度、

小畑先生の御退任に伴って、本検討会に思いがけず参加の機会を得ましたこと、とても光栄

なことと存じますとともに、身の引き締まる思いでおります。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

  簡単に自己紹介を申し上げたいと思います。 

  私は、昭和５５年に法務省矯正局に採用されまして、少年院、刑務所といった現場施設を

中心に勤務いたしました。なお、栃木刑務所勤務のときの平成２４年には、堂本先生にお越

しいただきまして、女子刑務所の処遇や職員のことなど、つぶさに御覧いただいて、その改

善を進言していただきましたこと、深く感謝申し上げます。 

  東京矯正管区を最後に退官いたしまして、昨年９月まで矯正協会の研究室に勤務いたしま

して、今は特別研究員ということで研究活動を続けております。それから、この１月に、立

川拘置所の篤志面接委員に委嘱されたのですが、こちらはまだコロナのせいで活動経験がな

くて、実はあさって初めて面接に行くことになっておりまして、今週はどきどきする初仕事

が続きます。 

  皆様の様々なお立場からの御意見や御教示に学びながら、微力ではございますが任を果た

してまいりたく存じますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 ありがとうございました。 

  他の有識者委員の皆様におかれましては、引き続きお務めを頂いております。改めまして、

どうぞよろしくお願いいたします。 

  「資料１」にあります構成員の名簿をもって、御紹介は代えさせていただきます。 

  ここで、津島副大臣は公務のため退席させていただきます。 

○法務副大臣 皆様、大変申し訳ございません。何とぞ御議論、よろしくお願い申し上げます。

ありがとうございます。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 それでは、まず、議事（１）の再犯の防止等の推進に

関する取組の進捗状況等につきまして、法務省大臣官房秘書課から御説明をさせていただき

ます。 

○法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室長 法務省大臣官房秘書課企画再犯防止推進室長

の早渕と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

  私から、再犯防止推進法施行後５年間における取組の進捗状況等について御説明いたしま

す。 

  使用する資料につきましては、事前にデータでお送りさせていただいておりますけれども、

同じものをこれから画面上でも共有いたしますので、適宜御覧いただければと思います。 

  まず、今般の検討の経緯等についてです。「資料２」を御覧ください。 

  先ほどの津島副大臣の挨拶にもございましたとおり、議員立法により成立した再犯防止推

進法は、平成２８年１２月に施行されており、昨年１２月で施行後５年を迎えました。同法

の附則第２条には、施行後５年を目途とした検討規定、いわゆる５年後検討条項が置かれて

いますことから、政府として、この法律の施行状況について検討を行う必要があります。 

また、再犯防止推進法に基づいて策定された現行の再犯防止推進計画は、令和４年度末ま



-4- 

での５年間が計画期間となっているため、令和４年度中には、令和５年度以降の新たな計画

の策定が必要となります。 

  そこで、オレンジ色の部分ですが、まずは、再犯防止推進法と現行の再犯防止推進計画に

基づく施策について、これまで５年間の主な取組や成果、今後の課題として考えられるとこ

ろを、一旦整理をさせていただいております。本日は、これを御報告させていただき、今後

の御議論、御検討の素材としていただければと考えております。 

  「資料３」に進みます。 

  「資料３」では、現行の再犯防止推進計画の概要と成果指標の達成状況をお示ししており

ます。現行の再犯防止推進計画では、御案内のとおり五つの基本方針と七つの重点課題の下

に１１５の具体的施策を定め、関係府省庁が連携しながら取組を進めてまいりました。 

そして、下段に記載のとおり、重要な成果指標として、出所受刑者の２年以内再入率を、

令和３年までに１６％以下にすることが目標とされておりましたところ、これまでの取組の

結果、最新の数値では、２年以内再入率が１５．７％にまで低下し、初めて目標を達成いた

しました。 

  「資料４」に進みます。 

  これは、これまで５年間の主な取組、主な成果、今後の課題を整理したものです。なお、

別途「資料５」として詳細版を事前にお送りさせていただいておりますけれども、ここでは

「資料４」の概要版で御説明をさせていただきます。 

  まず上段、ピンク色の部分の「対象者の生活環境の整備に関する取組」です。これは、対

象者の生活基盤に関わる就労や住居等に関する取組を記載したものです。 

具体的には、関係省庁が連携しながら、「①就労の確保」として、受刑中や出所後の各段

階における就労や職場定着のための支援、「②住居の確保」として、行き場のない出所者に

対する更生保護施設等における受入れや、居住支援法人と連携した住居の支援、「③学校等

と連携した修学支援」として、高卒認定試験合格に向けた支援や通信制高校と連携した高校

教育機会の提供などの取組を進めてまいりました。 

  その結果、右側の「主な成果」欄に記載のとおり、矯正施設在所中の就職内定数の増加、

帰るべき場所のない刑務所出所者の数の減少、高卒認定試験合格者率の上昇などの一定の成

果が認められました。もっとも、一番右側の「今後の課題」欄に記載のとおり、多様な業種

の協力雇用主の開拓、就労後の職場定着状況などの取組の効果を踏まえた指導支援策の検討、

住居に関する受入れ・処遇機能の強化、修学支援の更なる充実などの課題が、なお存在する

と考えているところです。 

  続いて中段、緑色の「対象者の特性に応じた処遇」です。再犯を防止するためには、対象

者の生活環境を整えるとともに、個別の特性に応じた指導や支援を行うことが重要です。そ

こで、「④高齢、障害のある者」に対しては、出所段階における地域の福祉へのつなぎ、

「⑤薬物依存を有する者」に対しては、認知行動療法に基づくプログラムの実施や地域の保

健医療機関との連携、「⑥性犯罪・ストーカー加害者等」、これはＤＶ事犯者を含む者でご

ざいますけれども、これに対しましては、犯罪傾向の特性を踏まえたアセスメントや専門的

処遇の実施、「⑦少年・若年者」に対しては、少年鑑別所における地域の福祉、保健機関と

連携した心理相談や特性に応じた指導といった取組を進めてまいりました。 

  その結果、右側の「主な成果」として、例えば、薬物については、覚醒剤事犯者の２年以
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内再入率の低下、性犯罪については、処遇プログラム受講者の再犯率の低下などが認められ

ているところです。もっとも、今後の課題として、増加する大麻事犯者への対応、医療機関

等との連携強化、性犯罪者等へのＧＰＳ機器装着義務付けに関する検討などの課題があると

考えているところです。 

  さらに、これらの取組を進める中で、加速化するべき施策について、令和元年１２月に犯

罪対策閣僚会議で「再犯防止推進計画加速化プラン」が決定されました。このプランに基づ

く取組について、オレンジ色の部分になりますが、御説明申し上げます。まず、「⑧満期釈

放者対策」ですが、満期釈放者は、仮釈放者に比べて２年以内再入率が２倍以上も高いため、

その対策として、矯正施設在所中の生活環境の調整の強化や、更生保護施設職員による退所

後の生活相談等を進めています。次に、「⑨保護司等民間協力者の確保」として、更生保護

サポートセンターの設置による保護司活動の支援や保護司活動インターンシップによる適任

者確保などの取組を進めております。また、「⑩再犯防止活動への民間資金の活用」の一環

として、ソーシャル・インパクト・ポンドを活用した非行少年への学習支援事業を開始した

ところです。さらに、「⑪地方公共団体との連携強化」として、地域再犯防止推進モデル事

業を３６の地方公共団体で行い、その取組の横展開などを進めております。 

  これら加速化プランに基づく取組についても、それぞれ記載のとおり一定の成果が認めら

れております。もっとも、右側の「今後の課題」に記載のとおり、満期釈放者等への継続的

支援の充実、今後の保護司制度の在り方、国・都道府県・市区町村それぞれの役割の明確化

と、それに基づいて地方で取組を更に促進するための国からの財政的支援の在り方などが、

更なる課題と考えているところです。 

  法務省からの御説明は以上です。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 それでは、議事（２）の意見交換に入りたいと思いま

す。 

  次期再犯防止推進計画の策定に向けて、有識者の皆様からお一人ずつ、ただいまの報告に

関する御質問も含めまして、これまでの取組に対する評価や、今後力を入れて取り組むべき

課題等について、御意見を頂きたく存じます。 

  恐縮ですが、お一人５分から７分程度で御発言をお願いできればと存じます。なお、清水

委員、宮田委員、和田委員におかれましては、事前に資料を送付いただいておりますので、

併せて御参照いただければと存じます。 

  御発言につきましては、構成員名簿の掲載順にお願いいたします。 

  それでは、川出委員からよろしくお願いいたします。 

○川出委員 全体としては、この間、推進計画の下で、それぞれの分野において着実な取組が

なされてきたと評価できると思います。その上で、幾つかの分野に関して、今後、検討すべ

き課題、施策について３点意見を述べさせていただきます。 

  まず、最初の就労の確保の部分ですけれども、協力雇用主の方から、出所後に就職した方

の中には、働く上での基本的な能力が身に付いていない人がいるといった話を聞くことがあ

ります。就労支援につきましては、資料に今後の課題として記載されていますように、社会

の雇用ニーズを踏まえた職業訓練を充実、強化するといったことはもちろん重要なのですけ

れども、おそらく近々の刑法改正で、自由刑が単一化され、作業が改善更生のための手段と

して明確に位置付けられるという機会でもありますので、作業についても、例えば、社会に
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出て継続的に就労していくための基礎的な能力を身に付けさせるような内容や方法を考えて

いく必要があるのではないかと思います。具体的には、言われたことをただやるだけという

ことではなく、コミュニケーション能力ですとか、問題に対処し、解決していく能力を向上

させるような作業を増やすことを検討していただくことが必要ではないかと思います。 

  二つ目は、高齢、障害のある方への支援についてです。現在の推進計画の策定段階では、

入口支援に地域生活定着支援センターが関与することについて、体制整備の問題などもあり、

厚生労働省側が余り積極的ではなかったようなイメージがあったのですが、資料を拝見しま

すと、本年度から、検察庁と地域生活定着支援センターと連携の下で支援が行われるように

なったとのことで、これは大きな前進であると思います。 

  その上で、もう一歩これを進めていただきたいという要望になりますが、出口支援の場合

と異なりまして、入口支援の段階では、被疑者の方には弁護人が付いていることが多いと思

います。弁護士の方の中には、例えば、更生支援計画のようなものを作られて、依頼人であ

る被疑者の方の再犯防止のための活動をしておられる方もいらっしゃると聞いていますので、

今後は弁護士も関与する形で入口支援を進めていくことを考えていくべきではないかと思い

ます。 

  一般の刑事事件と違って、高齢や障害のある被疑者の再犯を防止するために、刑事手続で

はないかたちでの対応をするという意味で、検察官と弁護人が共通の目的を持っているので

あれば、連携した活動ができると思いますので、ぜひそのような枠組みを作っていただけれ

ばと思います。これが２点目です。 

  最後に３点目は、薬物依存の方への支援の部分です。現在の推進計画では、薬物事犯者に

ついて、海外において薬物依存症からの効果的な回復措置として実施されている各種拘禁刑

に代わる措置も参考にしつつ、新たな取組を試行的に実施することを含めて検討を行うとさ

れております。 

  これが具体的に何を想定していたのかは、計画の策定段階でも明確な議論がなされていま

せんので、はっきりしないところもあるのですが、例えば、治療プログラムなどを受けるこ

とを条件として起訴猶予にするといった運用などが考えられていたのではないかと思います。

資料に記載のある法務省と厚生労働省の検討会の「中間とりまとめ」を拝見しますと、現在

は、薬物事犯についても入口支援の枠組みの下で対処がなされているようですが、薬物事犯

における支援は、高齢や障害を持った方への福祉的な支援とは意味合いが異なるように思い

ます。既存の入口支援とは異なるかたちで、例えば、ある種の強制力を持つ形で治療につな

げ、その代わりに起訴猶予にするといった枠組みを構築することを検討する必要があるので

はないかと思います。私の意見は以上です。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 ありがとうございました。 

  それでは、清水委員、よろしくお願いいたします。 

○清水委員 清水です、よろしくお願いします。 

  再犯防止推進計画によりまして、様々な分野、関係省庁、自治体、民間関係者において、

改革や進展がありまして、目的を達成して、ゆるぎない再入率の低下が見られたということ

は、大変評価されるべきものであると考えております。その一方で、まだ出所後５年や１０

年のスパンで見ますと、なお多くの再犯者がおりますし、そこで、今後大切なことの一つは、

孤独・孤立に陥りやすい元出所者とどれだけ長くつながりを、あるいは支援していけるかと
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いう課題であると思います。国・自治体・民間との連携による「息の長い支援」体制の整備

がまだまだ必要だと思います。 

  あわせて、もう一つの課題としましては、当事者の目線で考えますと、地域で安心して暮

らしていくためには、住居等の物理的な居場所はもとよりですが、身近な相談場所等の心理

的な居場所、よりどころが、今後一層重要であると思います。この点、自治体には、より大

きな役割を果たしていくことが期待されるであろうと思います。 

  この二つのことを次期再犯防止推進計画に盛り込んで、基本理念として明確にし、計画の

冒頭に明示していただくと、方向性が明確になるのではないでしょうか。その上で、このよ

うな基本理念の下で、具体的な課題、取組として、若干次の事項を申し上げたいと思います。 

  最初に、年間約８，０００人の出所者を受け入れて、再犯防止の最終ラインとなっている

更生保護施設について、何点か述べたいと思います。 

  更生保護施設は、御承知のとおり全ての保護観察所管内に設置されているわけですが、そ

の運営は、基本的に一人一日単位の委託費によって運営されておりまして、現状のままでは、

委託や受入れ件数の減少、あるいはニーズの地域偏在等により、その事業の持続性が厳しい

施設も出てくるものと想定されます。満期釈放者や起訴猶予者などの更生緊急保護の対応が

なお必要とされているところでありまして、保護観察所に対応して、少なくとも１施設は必

要と考えられてきておりますし、また、そのような使命に応えて、関係者は地域の理解を得

るための粘り強い努力重ねて設置、運営し、今日に至っているところです。今後とも地域の

目に見える更生保護事業の拠点としての役割を期待されていると思います。 

  しかしながら、今申し上げたとおり、近年その運営は大変厳しくなっていて、一度その存

在が地域で後退しますと、再建は極めて困難になりますし、代わって国が自ら設置、運営す

るのは、なお困難であると考えられます。実態は、刑事司法にかかわる施設としての必置施

設でもありませんし、民間から認可を申し出て運営している地域施設でありますけれども、

福祉施設でもない位置付けで、その持続性の確保をどう講じていくかが難しくなっている現

状でありまして、やはり国の制度設計の観点から、喫緊の課題としてその持続性の確保に取

り組む必要があると考えます。専門職員の増配置ですとか、委託費予算の見直しによる財政

的支援の抜本的な拡充は急務と考えますし、持続性のリスクはそこまで来ているといっても

過言ではないと思います。 

  次に、更生保護施設には、満期釈放者対策における役割が期待されているわけですが、近

年の受入れ実態から見ますと、特別調整には乗らない、言わば生きづらさの窮まっていきそ

うな人たちが年々多くなっておりまして、更生保護施設内での処遇の在り方、地域移行の難

しさなど、負担が年々大きくなっているところです。このような人たちの円滑な受入れを進

めていくためには、満期釈放ではなくて、仮釈放にして、関係者の関わりを厚くすること、

それから、生活環境調整段階から事前情報の共有を図ること、これが大変必要だと考えます。 

  また、生きづらさの深刻化といいますか、孤独の深まりへの対応にも、更生保護施設は迫

られておりまして、そういう面では、近年特別調整の仕組みにより、司法と福祉の連携強化

が進んでおりますけれども、司法と医療の連携という点ではまだ十分と言えないと思います。

矯正施設内から地域医療にシームレスに移行できる仕組みの検討なども、差し迫って必要と

なっているのではないでしょうか。是非御検討をお願いしたいと思います。 

  あわせて、次期の計画におきましては、今期で整備された取組同士、それぞれの間の連携
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が大切だと思います。重層的な問題を抱えている人が増えていく中で、やはりそれぞれの取

組、いろんな仕組みの範囲では手が打たれていて整備がされてきておりますけれども、その

仕組み同士がうまくつながっていないと、混乱することもあります。制度の整備がなされて

いくほどに、縦割りになっていないかの検討も欠かせないと思います。それらの支援が、矯

正施設内から社会内へとシームレスにつながっていくように、地方更生保護委員会、保護観

察所、矯正施設の連携を深めていただきたいと思います。 

  取り分け、更生保護施設が受け入れている少年についての課題がありまして、困難な境遇

にある少年の保護は、何らかの障害を抱え、出口の見えない処遇の難しさを関係者は実感し

ているところです。このような少年に対する少年鑑別所の知見を活かし、取り分け何か月も

丁寧に接してきた少年院教官が把握した知見も加えて、これは大変参考になると思いますし、

保護観察所と共に、必要に応じたケア会議を開催して、サポート体制を強化することで、更

生保護施設の行き場のない負担が何らかの方向性ができ、受入れをためらうことも少なくな

るのではないかと考えます。 

  それから、次に、更生保護施設からの自立退所者に対する訪問支援については、先ほど資

料説明もございましたけれども、昨年の１０月から４か月を経た段階ですけれども、更生保

護施設から退所した人たちなどに対する訪問支援というのは、再犯防止の上で大変実効性が

ある取組であると考えます。当事者の人たちからも、大変頼りにされているところでもあり

ます。８施設だけのモデル事業から、早期に全国展開されることを期待しております。 

  もう一つ、上記の１にも関連するのですけれども、更生保護事業の地域拠点についても申

し上げたいと思います。更生保護事業には、立ち直り支援を必要とする、誰もが駆け込める

目に見える拠点というのがございません。関係機関、民間の支援団体、専門職あるいは関心

のある方等が気楽に立ち寄り、情報交換をする拠点がないのですね。更生保護事業者の総合

力の向上や情報共有、立ち直り支援を必要とする人から見える駆け込み場所、あるいは、関

心のある誰もが立ち寄りやすいオープンな場所、そういう機能を備えた地域における拠点が、

今後必要とされていると考えます。その点で、来年度に予算が付いた更生保護地域連携拠点

の取組は注目されるところでございますけれども、国、自治体、民間事業者の協力で、立ち

直りの共助センターを設置することを検討する時期に来ていると考えます。是非こういった

取組を目指していただきたいと思いますし、そのためには、国と自治体の情報共有の在り方、

財政的支援などの検討が必要だと考えております。 

  あと、保護司のこともありますけれども、時間の関係で省略し意見書で代えさせていただ

きます。 

  最後に一つだけ強調したいこととしましては、保護観察所への期待も多様化して複雑化し

ております。冒頭に述べた国、自治体、民間の連携による息の長い支援を実現していくため

には、自治体の参加や民間の力の活性化はもとよりですけれども、何よりもその中核となる

べき保護観察所の権限を明確にし、地域に入っていく体制を拡充することが、更生保護制度

の持続性、安定性も含めて不可欠であるということも、指摘させていただきたいと思います。 

  以上です、ありがとうございます。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 清水委員、ありがとうございました。 

  それでは、堂本委員、お願いいたします。 

○堂本委員 再犯防止についての検討会が開かれ、また成果が、少しずつでも上がってきてい
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るようで、うれしい限りです。しかし、まだ課題が幾つかあるので、その点について発言し

ます。 

  先ほど清水委員も指摘されましたけれども、やはり満期で出所した人たちのフォローアッ

プが不充分だということが、まだ問題なのではないでしょうか。だから、まだ刑務所にいる

間にできるだけ、弁護士さんとか、それから特に地方自治体の職員が、その人についての情

報を得ておくべきです。例えば、出所後に、住むところとか就労とか、働く能力のない人だ

ったら、どういう高齢者施設に入るべきかというようなことについて、検討しておく必要が

あります。だから、できるだけ刑務所に入っている間に、地方自治体とどれだけ連携が取れ

るかが問われます。それをやっているところもないわけではないのですけれども、全国津々

浦々まで地方自治体が対応しているとは言えません。出所後に関しての調査も行われていな

いので、データもありません。法務省が具体的に刑事施設、拘置所と地方自治体との関係、

連携のための計画を立てることを一応義務付けているはずなのですけれども、実際にそうい

った処遇の計画を立てていない自治体も多いのではないでしょうか。数が確か出ていて、ま

だそんなに全国というわけにはいかないので、やはりそれぞれの地方自治体がもっと再犯を

防ぐという観点から、出所後の対応について真剣に取り組んでほしいと、そう思っているこ

とが一つです。 

  そのときに、ちょっと言い足しますけれども、とても大事なのは、住民登録を出所してか

らするのではなくて、在所中に、出所後ただちに住民登録ができる、手に入るようにしてお

くことです。さもないと、それ以後の就労とか、それからいろいろな福祉のサービスとか、

そういうことを受けるためにも時間が掛かってしまいます。正確かどうか分かりませんが、

大体３か月ぐらい掛かるということを聞いておりますし、その３か月間が一番再犯の多い期

間でもあります。したがって、その３か月間の具体的な施策をきちっと確立してほしい。私

はそのことについて、これからも声を上げていきたい。 

  それから、もう一つは、女子刑務所についてです。女子刑務所の収容人員は、全体のおよ

そ１割、１０％しかない。今１０か所、あるいは豊橋を入れて１１か所になったかもしれま

せんが、全国の女子刑務所を回ってみましたけれども、やはり制度としては、どうしても男

子の刑務所で決まったことが、そのまま女子刑務所にも適用されています。女性の特性とい

うことについて余り配慮されていないのではないか。やはり女性の場合は、若い人であれば

妊娠の可能な時期、それから更年期、高齢期と、女性は、男性よりも健康面では複雑な生き

方をしている。その女性の健康についての配慮です。 

  私が女子刑務所１０か所を回りましたが、一番高齢だった方は９２歳でした。正確な情報

を持っているわけではありませんが、外国では、６５歳以上になると、刑務所には入れない

で福祉施設に入れるということも聞いています。果たして９２歳の人が、終の住みかとなっ

てしまう、その刑務所で最期を迎えるべきなのかどうかということも疑問です。高齢者に対

しての何らかの対策ということも、これは男女両方ですけれども、考える必要があるのでは

ないか。もしかしたら刑法にも関わってくる問題で難しいのかもしれませんけれども、どこ

かで検討してもいいのでしょうか。 

  それから、今、９０歳とか、１００歳以上の高齢者が大変増えていますが、刑務所でもそ

うした９０歳以上、１００歳以上の人を受け入れることは、大変手も掛かるし、困難を伴う

に違いありません。そういう人がどういうところに入るべきなのか、福祉施設なのか、ある
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いは新しく外国のリハビリテーションセンターのようなリハビリ施設を制度的に設けるべき

なのか、その辺の検討が求められます。 

  それから、やはり女子刑務所等に限りませんが、刑務所・拘置所等と地方自治体との関係

性を、是非とも密にしていただきたい。そのことによって、今、私が申し上げたような年齢

による問題、あるいは男女の問題、そういった固有の問題について、対応が可能になります。

例えば、出所が決まった段階で、弁護士と地方自治体の職員とが面接に行って、その人がど

ういう状態で出所し、どこの地域に行くのかなど、情報を得ることが大事です。住民票があ

るのか、ないのか、そして、受け入れる家族がいるのか、いないのか、健康状態はどうなの

か、いろいろな情報を事前に得ることが重要であり、地方自治体と刑事施設、拘置所などと

どういう連携の在り方を取るべきなのかを、是非制度的にも研究していただきたい。 

  それから、もう一つだけ申し上げたいのは、更生保護施設のことですが、先ほども清水委

員から、１日の滞在費のみで財政的な支援が計算がなされているお話がありましたが、更生

保護施設にいる間に、どう更生したらいいのか、あるいは職業能力を付けるべきなのか、そ

のための更生指導を行う余裕が必要なんですね。ですから、１人１日単位という形ではなく

て、更生保護施設にもう少し更生支援するための資金が配分されることが大事だと考えます。 

  私からは以上の３点です。ありがとうございました。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 堂本委員、ありがとうございました。 

  それでは、野口委員、よろしくお願いいたします。 

○野口委員 皆さん、こんにちは。 

  先ほど再犯防止推進計画で取り組んできた成果についての御説明を頂きましたけれども、

様々な課題につきまして、進展や成果が現れており、評価できるのではないかと思っており

ます。今回の報告を受けて感じたことについて、今日は協力雇用主としての立場でお話しさ

せていただきますけれども、協力雇用主の研修の充実、矯正と保護の連携による少年対象者

の就労支援の充実と多様な業種の協力雇用主の確保、それから、更生保護就労支援事業の充

実と居住支援法人との連携、この３点について申し述べたいと思います。 

  まず、協力雇用主の研修の充実に関することでございます。近年、協力雇用主として登録

していただいている事業者数が、順調に増加しており、また、刑務所出所者等の就労奨励金

等の協力雇用主に対する就労支援メニューも充実されまして、私たち協力雇用主としては、

本当に有り難く思っております。 

  私は、平成７年に協力雇用主を福岡県で登録しまして、２７年間少年院、あるいは刑務所、

保護観察中の人、それからぐ犯少年といいますか、そういう人たちを１６０名以上、現場の、

３か所の北九州のガソリンスタンドで雇用しながら、及ばずながら就労支援をしてまいりま

した。重点課題の七つの中のトップに出てきています、「就労と住居の確保」というのがあ

りますけれども、これについて述べたいと思いますけれども、仕事を通じて社会復帰させる

という目標の下、活動してまいりましたけれども、協力雇用主は、犯罪や非行した者が二度

と同じ過ちを繰り返さないように、就労を通して、そして人権を尊重して、立ち直りの支援

をしていくということが、社会的な使命であると考えております。犯罪や非行した人を雇用

した場合、社会人としての振る舞いを一から教えなければならないことが多々ありますが、

そこを丁寧に教育することが大事だと考えております。協力雇用主として活動されている

方々が、犯罪や非行をした者に対して、就労を通して立ち直りの支援をするという共通の目
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的が持てるよう、協力雇用主への研修や意見交換をする機会を充実させることが、今後の課

題だと思っております。 

  次に、少年対象者に対する就労支援の充実と多様な業種の協力雇用主の確保に関すること

でございます。協力雇用主さんも、約６割が建築、土木というか、それが悪いということで

はなくて、業種の拡大といいますか、そういうものも非常に必要と思っております。少年の

対象者は、平成１１年以降減少し続け、今、成人もそうですけれども、非常に少なくなって

きております。少年対象者は、成人対象者よりきめ細かな、特に支援が必要であります。私

はこれまで非行した少年を多く雇用してまいりましたけれども、家庭環境に問題があるなど、

また、子供というよりも親に問題があるというようなことも、非常に多いように思います。

また、義務教育を十分に受けてこなかったために、字を書くことができないので、仕事に必

要な見積書や請求書、そういうものも書くことができない。漢字なんかも、平仮名がようや

く書けるというような形であります。やはり矯正施設の中で、そういう教育をするというこ

とも、とても大事なことではないかと思っております。 

  働き始めても、職業生活が安定せず、中には何度も非行を繰り返す少年もいました。私の

ところに来た少年が、１回で更生したということはありません。何度も何度も失敗します。

ですから、協力雇用主というのは非常に辛抱強く、１回でもう悪いことしたから終わりよと

いうことじゃなくて、やっぱり辛抱強く、協力雇用主さんたちは何度も何度も雇用しながら、

ですから、私のところの会社は、面接をしたら必ず採用いたします。それはなぜかというと、

自己肯定感を失わないためにということで、解雇という言葉もありません。そういうような

ことが、今、協力雇用主さんは全国に非常に多くなりましたけれども、やっぱり雇用者数は

残念ながら５％に満たないのが現実というのも、私たちも危惧しておるところであります。 

  そのような体験から、少年対象者の職業生活を安定させるには、まず、就職する前の教育

が必要だと感じております。読み書きができなければ、運転免許も取得はできません。業務

の幅も広がりませんし、就労する前の基礎教育を充実させることが、必要不可欠だと思って

おります。 

  また、本人がどのような仕事に合っているのか、実体験をさせる取組も必要ではないかと

感じております。職場に行って、直に雇用主から仕事の説明を受けるといった職場の体験の

ような機会があるとよいと感じております。今日は時間が限られておりますので、なかなか

できませんけれども、福岡県の場合は、県と就労支援事業者機構がタイアップして、そして、

保護司さんと協力しながら、体験、トライアル雇用といいますか、５日間の体験を３時間ぐ

らいして、そして、それに対する報酬を払うというような形で、いい結果が出ているところ

もあります。就労を継続させるには、本人の意欲が欠かせませんけれども、自分のやりたい

仕事、自分に合っている業種を事前に把握できる機会があれば、就労の継続につながって、

その結果、再非行することがなくなると思っております。 

  なお、このような取組を始めるには、幅広い協力雇用主のいること、矯正と保護が連携し

て進めていくことではないかと思っております。先ほど堂本委員がおっしゃっておりました

けれども、福岡県の場合は就労支援事業者機構と保護観察所とがタイアップしながら、矯正

施設の中で事前に協力雇用主さんが入所されている方たちに、あなたたちがここを卒業した

ら、必ず保護司さんと会うでしょう、その場合に、協力雇用主さんというのがあって、人権

を尊重して就労の支援をしているのですよというようなお話をさせていただいております。 
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  最後に、更生保護就労支援事業の充実と居住支援法人との連携に関することでございます。

私は地元の福岡県の再犯防止推進計画の有識者会議のメンバーも務めておりますし、地方公

共団体や就労支援事業者機構などと連携した就労支援の取組も実施しております。さらに、

対象者を職場定着させるには、本人だけでなく協力雇用主に対するサポートも欠かせません。

現在は、全国２３か所で行われております更生保護就労支援事業が、全国どこでも実施され

れば、協力雇用主にとっても安定的な息の長い支援が受けられますので、とても心強いこと

だと感じております。また、協力雇用主が居住先を確保できない者の雇用を検討する場合、

会社の寮などで住まわせることが考えられますが、しかしながら、このような施設がない場

合に、私が雇用しようとする者がアパートを借りるために身元保証人となる場合もあります。

このような協力雇用主の精神的、経済的な負担を伴うものとなっております。 

  北九州市は、少年の場合は、住居の保証金の保証をしておるという形で進んでいることも

ありますけれども、協力雇用主が居住先を確保できない者の雇用を検討する場合、保証人と

なると先ほど言いましたけれども、これらは協力雇用主の精神的、経済的な負担を伴うもの

となっております。私が居住先の確保のために連携している団体に、居住支援法人に登録さ

れているＮＰＯ法人抱樸が、北九州市からホームレス自立支援センター北九州の運営を委託

されており、私はここの理事をしておりますけれども、こちらの団体は、刑務所出所者等の

支援に理解があって、住居の確保、相談などについて連携させていただいております。しか

し、一般的に刑務所出所者等を支援するには不安を感じる居住支援法人の方がいらっしゃる

と聞いており、保護観察所が居住支援協議会に参加するに至った司法と住宅、福祉行政との

連携に向けた取組を、より一層強化していただいて、協力雇用主の負担軽減につながってほ

しいものだと考えております。 

  また、刑務所出所者等だけでなく、単身高齢者などの住まいの確保が難しい方たちがいる

と思いますので、居住支援法人の活動を支える手だてを、関係省庁の方に検討していただけ

れば幸いだと思います。 

  ちょっと長くなりましたけれども、ありがとうございました。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 野口委員、ありがとうございました。 

  それでは、松田委員、よろしくお願いいたします。 

○松田委員 計画について述べよと言われましたけれども、新参者ですので、取りあえず本会

に参加するに当たっての私の思いと、これからの課題について思うところを申し上げたいと

存じます。 

  先ほど自己紹介でも申し上げましたとおり、私の職歴は現場の、それも少年施設での勤務

がほとんどでございました。日々折々に変化していく少年たち相手の仕事というのは本当に

大変なことや危険なことも多かったのですけれども、何よりも彼らの変化を目の当たりにで

きたことは、人に対する思いを非常に強くする経験になりました。 

  少年院に在院する中で、彼らがコンスタントに右肩上がりで成長していくということはあ

りません。すったもんだを続けているうちに、あるときふっと階段を１段上がるように変わ

っていくのです。それを目の前で見るたびに、今がどんなにミゼラブルな状態であっても、

それがこの子の全てではない、いつかきっと今とは違う生き方をするようになるという思い

を強くいたしました。もちろん実際はそんな簡単な話ではありませんで、手痛いしっぺ返し

は何度も味わったのですけれども、それでも、今の姿がこの子の全てだとは、どうしても思
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えませんでした。もし自分がそう思ってしまったら、もうこの仕事はできないのだろうなと

思っておりました。 

  ただ、一方、出院した子の再非行というのは、やはりあのときの姿があの子の全てだった

のかと思ってしまいそうな出来事でございました。出院した子たちが再非行した、どこかの

少年院にまた収容されたという報告に接するたびに、出院後の彼に何があったのだろうか、

私たちにはもっと何かできることがあったのではないかと、気持ちが萎えることが多ござい

ました。けれど、その当時は、出院後、私たちの手を離れた子に何が起きたのかとか、どう

したらよかったかを知る手だてが、ごくごく限られておりました。その意味で、今回のよう

に再犯防止が省庁横断的はもとより、民間の方々とも協同で取り組まれるようになったこと

は、本当に有り難いことだと思います。矯正にとっても大変有り難いことだと思っています。 

  再犯防止という土俵では、１人の人が手続ごとに分断されるのではなくて、シームレスに

１人の人として取り上げられて、それぞれの機関がどのように関わっていけばよいかとか、

それぞれの段階で何をしておくべきか、ということについて、省庁とか自分の担当限りでは

なくて、社会全体の目で検討されていくと私は理解しておりますので、矯正にとりましても、

立ち直りに資することのできる社会の中での在り方とか役割を、今まで以上に効率的、具体

的に知ることができるのではないかと思っております。 

  この度のお話を頂いて、一つは、今の姿がこの人の全てではないという私の思いと、立ち

直りのための具体的な方策の検討に少しでもお役に立てればという思いから、参加させてい

ただくことにいたしました。目下のところの私の関心事というか、今後こういうことを考え

ていきたいということを、四つ申し上げておしまいにしたいと思います。 

  一つ目は、再犯防止というのは、この間もいろいろ御説明を受けたのですけれども、私の

イメージとして、卵をテーブルから床に落とす、いかにして落とすかという話ではないかと

思っています。それも、最後、卵がふ化しないといけないですから、ふ化するようにいかに

して落とすかということになると、一つは卵である出所者とか出院者自身の問題があるだろ

う。二つ目には、テーブルと床、つまり、刑事司法を中心とした法制度と、彼らが暮らす日

常生活との落差の問題、取り分け、当事者の生活経験のレベルで、どんな落差があって、ど

れだけ縮められるかというような問題があるだろうと。三つ目は、一番大事なことだと思う

のですけれども、卵を受け止めてふ化させることのできる床、つまり、日常生活を送る身近

な、基礎自治体と最近は言うのでしょうか、そのレベルでの地域社会の在り方の問題、この

三つのいずれにも、目配りが要るのだろうなと考えております。これが一つです。 

  二つ目ですけれども、今後の再犯防止の取組の新たなというか、これまでの登場人物に加

えて、当事者である出所者、出院者を加えていただきたいなと考えております。デシスタン

スの観点とか、そんな難しいことを言わなくても、彼らは確実にサービスの利用者ですので、

そういった視点から、当事者の意見というのは、そのまま生かすことがないにしても、少な

くとも聞かれるべきでしょうし、聞くことが有益だと思います。これまでの再犯防止のため

の様々な施策によって、多分、当初言われていた居場所と出番の確保については、一定の筋

道ができてきたかなと思っています。今後はさらに、これらの充実に加えて、最終的な卵の

ふ化といいますか、地域社会で安定的な日常生活を、彼らが継続して送れるための手だての

検討が必要になってくるのだろうと思っています。その際には、当事者である出所者、出院

者の生活経験に根ざした意向とか意見を聞くことは、基礎的な作業ではないかなと思ってお
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ります。 

  三つ目なのですけれども、皆様に改めてお話しするまでもないようなことですけれども、

私の心構えとして、再犯防止というのはもちろん喫緊の課題ですし、社会にとっても、また

当事者にとっても取り組むべき最重要課題だとは思いますけれども、再犯防止がイコール社

会復帰というわけではありませんので、再犯防止は、社会復帰という幅広い文脈の中で考え

ていこうと思っています。その意味で、犯罪や非行をした人の社会へのリエントリーという

観点から言うと、前科の取扱いとか、度々お話に出てきます、高齢で、あるいはもう認知症

も発症しているような人が、服役することがいいのか悪いのかといったような、将来的な法

制度に関わることも、実際取り組むかどうかは別にして、常に視野に入れておかなければい

けないと思っております。 

  最後に、こうした犯罪や非行をした人の社会復帰のための取組と、犯罪被害者支援とのバ

ランスというのも、配意しなければいけないのではないかなと思っています。犯罪や非行に

よって生じた被害者も加害者も、共に地域社会で生活できる世の中の在り方というのを考え

ながら、私たちは加害者の側で再犯防止という作業テーマに取り組んでいるのだということ

を、忘れないようにしたいと考えております。 

  以上、不勉強で大変まとまりがない内容で恐縮なのですけれども、本会に参加させていた

だくに当たって、私の思うところを申し上げました。本日よりは、皆様始め関係する方々の

様々な御意見に学びながら努力してまいりたいと思いますので、繰り返しになりますが、ど

うぞよろしくお願い申し上げます。 

  以上でございます。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 松田委員、ありがとうございました。 

  それでは、宮田委員、よろしくお願いいたします。 

○宮田委員 宮田でございます。私は思っているところを紙に書きましたので、詳しくはそち

らをお読みいただきたいと思いますところ、六つほど私の考えていることを述べます。 

  犯罪が起きないような社会を作る、私たちが安全で生きやすい社会を作るということは、

再犯防止の計画の中に出てくることだけでは、到底果たされません。人が犯罪を起こさなく

て済むように、ホームレスや貧困な方々を支援する、あるいは子ども食堂などの子供の居場

所を作る支援、これらはとても大切なことです。再犯防止の推進のために、自治体によって

は、地域福祉計画の中に再犯の防止を、生きづらい方たちを支援する視点から組み込む例が

あります。協力雇用主として一生懸命頑張っておられる方々は、中小企業が大変多く、中小

企業支援だって再犯防止にとても役に立つことです。私たち全ての人の生きづらさを何とか

解消しなくければいけない、そして、犯罪をした人が生きづらさを抱えた人たちなのだとい

うことを、国民の共通認識にしていただきたいと思いますし、こうやって様々な省庁の方が

いらっしゃって、対話できること自体が、国の政策が、もっと人が生きやすい、生きるため

にどうやってみんなが助け合えばよいのかという視点に変わってくる契機になるのではない

かなという期待を持っております。 

  二つ目です。就労支援について川出先生がおっしゃったところと、つながるのかもしれま

せんが、働こうと思っても働けない方がいらっしゃる。刑務所において、知的障害について

はある程度の調査がされました。しかしながら、発達障害についてはきちんとした調査がさ

れていません。少年院ではそれが明らかになっていますし、学習障害の方もいらっしゃるか
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もしれません。その障害特性に応じた指示の仕方、あるいはコミュニケーションの取り方を

すれば、刑務所の中でもその人は適応しやすくなるだろうし、社会に帰ってきたときに、障

害に応じた就労支援を受けることでもっと暮らしやすくなるかしれません。刑務所の中にい

る人たちがどういう特別なニーズを持っているのか、そこをきちんと把握した上で、就労支

援につなげていくことが大事なのではないでしょうか。 

  三つ目です。居住支援は、社会に定着するための第一歩だと考えていただきたいと思いま

す。就労が先ではありません。まず住むところが必要なのですが、そればかりではなく、現

在は、人とつながるツールとして携帯端末が必要不可欠です。携帯なんて遊びにだって使え

ると、以前この会議で法務省の方がおっしゃったことありましたが、遊びにも使えますけれ

ども、メールが送れなければ、あるいは携帯電話で電話をしなければ、就職試験、採用面接

さえ受けられないではないですか。居住場所も大事ですが、そこに限らず、今、社会で生き

ていくために何が、どんなツールが必要なのかということを、もっと考えてほしいと思いま

す。 

  また、孤立を防ぐことは本当に大事なことです。相談ができる人、信頼できる人がいるこ

とが、とても大事です。私は、今ある施設で、施設の人たちと一緒に手芸をやっています。

手を動かしながら、実は私はねと言いながら、施設の職員たちも知らなかったような話をこ

そっとしてくれることがあります。犯罪をした人に、例えば、地域のサークルの中に入って

もらうことも考える必要があります。何か楽しいこと、うれしいこと、ああ、生きていてよ

かったと思えるようなことを、私たちがどうやって提供ができるかを考えなければいけない

のだと思います。 

  四つ目です。民間の活用ということで、弁護士や社会福祉士のことを話します。先ほど、

川出先生が、弁護士が更生支援計画を作っている話を紹介して下さって、とてもうれしかっ

たです。入口支援において、私たち弁護士は、社会福祉士、あるいは精神保健福祉士といっ

た福祉職の方たちや、地元の福祉ＮＰＯの人たち等と協力しながら、更生支援計画を作りま

す。現在、東京や大阪では、それを矯正、保護に引き継いで、教育のプログラムや、あるい

は出所のときの帰住先調整のために活用していただいています。そのように引き継いだとき

に、出口で私たち、計画を作った際の弁護士や福祉職がまた寄り添えることは、非常に大き

い効果があるのではないかと思っています。 

  更生支援計画は、いわゆる入口の問題ですけれども、出口についても、寄り添い弁護士制

度という形で愛知県、兵庫県、札幌で実施されているものがあります。例えば、再犯防止推

進計画のモデル事業として、愛知県が弁護士会に委託して、弁護士が出所する前の法律相談

に乗る、あるいは社会に出てから治療や福祉のコーディネートをすることなどが施行されま

した。 

  私が、先日、東京都地域生活定着支援センターから法律相談を受けた事件は、失踪宣告で

戸籍がなくなった方の戸籍を復活させる事件でした。以前、弁護士会として相談を受けたも

のには、勝手に養子縁組をされた例など、その人の戸籍が利用されてしまった事件もありま

した。そういう相談が、刑務所にいる間から行えなければいけない、つまり、戸籍がある状

態で出てこないと、住民登録も何もあったものではないのです。刑務所の中での法律的な支

援のニーズを早く見つけるために、例えば、弁護士が法律相談等で関与する、あるいは、福

祉の問題であれば社会福祉士、もちろん刑務所の中にも社会福祉士の方たちがいらっしゃい
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ますが、組織の外にいる社会福祉士の機動性を用いた方がよい場合もあるでしょう。、民間

との協力について、そういう弁護士や社会福祉士を保護司にするのがいいのか、それとも、

そのように組織に組み込まなくても費用支弁ができるのか、それはシステムを考えなくては

いけませんけれども、法務省が民間の活用として現在考えているもよりも、もっと使える、

有効なツールはあるということを申し上げます。 

  五つ目です。相談がもっと手軽にできなくてはいけない。相談できる機関が必要だという

お話も出ましたが、電話相談ならもっとアクセスが簡単です。総務省が、法務省の政策に対

する問題点を指摘しましたが（総務省「刑務所出所者の社会復帰支援対策に関する行政評

価 ・ 監 視 < 調 査 結 果 に 基 づ く 勧 告 > 」 http://www.soumu.go.jp/menu_news/s-

news/83569.html。）、電話相談を実施すべきだ、全国共通の番号の相談を作って、この番

号に電話しろといって出所者に言えばそれで済むのに、何で法務省はそれができないのか、

と言われて何年たちますか。まずは、電話でＳＯＳが発せられることが大事です。さらに、

多くの受刑者の方は能力を欠く方が多く、役所に行っても、追い返されることが生じます。

そういう意味で、同行支援と組み合わせた形で、電話相談の窓口、相談窓口を作ることも必

要なのではないでしょうか。もっと簡単にアクセスできて、もっと簡単にヘルプを言えて、

もっと有効に支援につながるような、ものを作る必要があると思います。 

  六つ目です。犯罪をした人たちが社会に受け入れられないのは、犯罪をした人なんて、普

通の人と違うと、みんなが思う状況があるからです。私は、それを作っている一つの原因が、

資格制限なのではないかと思っています。前科があれば公務員にはなれません。これでいい

のでしょうか。例えば、先ほどの松田委員のお話にあったように、当事者支援をするために、

犯罪をして立ち直った方が公務員となって、一緒に矯正や保護の仕事をしていくことができ

ないのでしょうか。あるいは、公務員として一緒くたに現業の公務員まで、なぜ資格制限が

必要なのか、合理的に説明できないとも指摘されています。つまり、民間の会社に委託する

ときに、その会社の入社の際には資格制限はないじないかという話です。私たちが、社会に

おいて、犯罪をした人を受け入れる、その体制を作るために、まず隗より始めよ、の言葉ど

おり、国家公務員の資格制限を緩和する、可能であったら取り払うところまで、ドラスティ

ックな活動をしなければ、国民に対して響かないのではないかと思いました。 

  あとは、私の書いたものをお読みください。いろいろ書いております。 

  どうぞ今後ともよろしくお願いいたします。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 宮田委員、ありがとうございました。 

  それでは、村木委員、よろしくお願いいたします。 

○村木委員 この間、最初の推進計画でいろいろなことが進んできたなという気もしています

し、関係者の御努力に本当に感謝をしています。それを踏まえて、新しい計画を作る上で、

是非この視点を計画作りのときにみんなで共有したいと思っている点が三つありますので、

それを説明させていただきたいと思います。 

  一つ目は、入口支援です。前の計画のときは、入口支援というのは、入口支援をどうする

かというのを検討しましょうということしか書かれていなかったので、それが入口支援をや

る、それから地域生活定着支援センターがそれを請け負うというところまで、もう既に来て

いるので、ここをしっかりした形にする。入口支援をやれば自然と、宮田さんがおっしゃっ

たような予防のところにもつながってくるので、これを計画に今回はしっかり書き込みたい。
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そうすると、川出先生や宮田さんもおっしゃっていた、プレーヤーが誰なのかとか、入口支

援で何をやるのかとか、それから成果を何で測るのかとか、それから予算がしっかりあるか

とか、その入口支援のところがちゃんと今回は柱になるように書けると、推進計画は非常に

充実をするのではないかと思っています。これが１点目です。 

  それに加えて、先ほど宮田先生が矯正施設の中にいる間にできることというのをおっしゃ

って、それも非常にそうだと思いましたので、入口支援、出口支援があって、間の矯正施設

のところも、そうやってステージを整理して、全部についてきっちりと計画の中でカバーが

できたら本当によいかなと思いました。 

  それから二つ目は、堂本さんもおっしゃいましたけれども、やっぱり市町村の役割が非常

に大事で、このことを次の計画の中にきっちりと位置付けるということが大事だろうと思い

ます。今、市町村の計画を先進的な自治体は作ってくださっているのですが、法務省さん、

ずっとこの間、モデル事業をやっていてくださったので、モデル事業の成果というのを整理

して、特に基礎的な自治体がやれること、やらなければいけないことの整理をして、しっか

りと自治体にお見せするということで、自治体の取組が進むだろうと思います。それから、

ヒアリングなんかで先進事例をお聞きすることで、それも分かりやすく伝えるということが

大事になってくると思うので、次の５年間では、自治体が取り組みやすい環境を整えて、し

っかりそこへのドライブを掛けるというのがとても大事かなと思います。そのために、法務

省さん厳しいと思いますけれども、やはり予算をどうするかという問題もあるので、計画作

るときに、ここしっかりみんなで検討できればと思っています。 

  それから、三つ目なのですが、何人かの方も、野口さんもおっしゃいましたけれども、居

住支援の話、それから、皆さんそれぞれの言葉でおっしゃいましたけれども、孤独・孤立対

策みたいな話、前の計画を作った頃には、あまりしっかりとなかった新しい施策ができてい

て、居住支援とか孤独・孤立対策、居場所や相談窓口へのアクセスとか、こういう新しい課

題というのが、再犯防止にとっても非常に大事なので、もう一回最近の新しい施策を見直し

て、この再犯防止の計画の中にも取り込んでいって、大事なところを取りこぼさないように、

それから、ほかの施策とうまく連携できるようにということを、この計画作りで考えていた

だけたらと思っています。 

  以上が、三つなのですが、そもそもこの再犯防止の法律というのは、５年の言わば見直し

規定が入っていて、役所の人は嫌かもしれませんけれども、別に法改正をしてもいいわけで、

それから、ほかの分野の法律にだって、法律こう変えてよって言ってもいいわけで、なかな

か厄介な問題かもしれませんけれども、小さく考えるんではなくて、外の分野とか法律本体

についても、見直すべきことを我々が検討の中で見つけたら、それもきちんと言っていくと

していただけたら、非常に有り難いなと思いました。 

  私からは以上です。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 村木委員、ありがとうございました。 

  それでは、森久保委員、よろしくお願いいたします。 

○森久保委員 私は、全国保護司連盟の副理事長をさせていただいております森久保です。保

護司の立場から意見、話をさせていただきます。各々大先輩から貴重な御意見賜り大変勉強

になりました。犯罪は地域で発生し、刑務所等を出所した人たちはやがて、地域社会に帰っ

てきます。その人たちが住まいを借りたり就職したりするのは簡単ではありません。二度と
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犯罪を繰り返させない、犯罪を発生させない、このことが地域社会の役割でもあります。こ

れを牽引していくのが、国であり地方公共団体であり、現在進行形の再犯防止推進計画であ

ります。早いもので、再犯防止推進法の制定を受け、再犯防止推進計画が策定され、５年ご

との計画見直しの時期を迎えました。 

  冒頭に更生保護施設の理事長である清水先生から的確な御意見をいただき、私も施設を預

かる者の一人として、誠に有り難く心強い限りであります。また、更生保護施設に入所しよ

うとする刑務所出所者は、昨今は都心の施設を好む傾向にあり、区部と多摩地区内施設など

で入所者数の格差が生じていると感じており、更生保護施設は各地に均等になくてはならな

いものであり、現状を整理した上で格差への対応や特色のある取組の充実を図り、出所者の

安定した住居の確保について、そして就職先の選定支援や確保等、今後十分検討する必要が

あると感じます。 

  保護司として、組織を預かる代表として大切なことであります、保護観察業務の要である

対象者との面接であります。通常保護司は自宅を面接場所として対応しておりますが、昨今、

特に新任の保護司さんは家族や近隣住民の理解を得るのに苦慮している現状があります。 

この点につきましては、更生保護サポートセンターの存在が大きな役割として重要になっ

てきておりますが、センターの所在地とそれぞれの保護司さんとの距離が問題であり、多く

の対象者を受け持っている保護司さんにとっては大変なことであり、また、対象者によって

は夜間や休日の指定がありセンターが利用できない場合があり、これに対応できる場所の確

保に保護司会としても相当苦労をしております。今後、活用しやすいサポートセンターの在

り方といった点も検討する必要があるのではないかと思います。 

  今日、デジタル化が叫ばれ保護司活動のＩＣＴ化が推進されてきている最中でありますが、

現在の保護司会の財政状況を見ると、タブレット配布や、負担を軽減するシステムの構築に

加えＩＣＴ化に係る保護司への研修・教育やセキュリティ対策の強化など、より一層の支援

が必要となると思われます。 

  また、私ども保護司の仲間、適任者の確保が非常に難しくなっているところであります。

今、比較的若い方を含む幅広い層から保護司の適任者確保のための、若手保護司オンライン

フォーラムを開催して、いわゆる現役世代の保護司から意見を聴取しながら、若い人、現役

世代の人たちに保護司になっていただきたいという検討そして努力をしているところであり

ます。積極的に国の計画の中に、保護司の適任者の確保について加えていただければ有り難

いと思います。 

  再犯防止や更生保護を更に進めていくためには、国と地方公共団体のより一層の連携が必

要かつ重要であり、支援ネットワークの構築や、その背中を押すような財政的支援等を積極

的に検討いただきたい。保護司会としても、地方公共団体に対し、面接場所の確保や保護司

候補者確保等についての情報提供など、その支援を含めて積極的に行ってきておりますが、

国からのあとひと押しが必要かと思います。立場のみでの話、誠に恐縮であります。更に前

進した再犯防止計画が皆様のお力によって完成することを願いまして、御意見申し上げまし

た。ありがとうございました。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 森久保委員、ありがとうございました。 

  それでは、和田委員、よろしくお願いいたします。 

○和田委員 和田でございます。私は、ずっと薬物依存に関わってきましたので、その方面か
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ら少し話をさせていただきたいと思います。 

  薬物依存といいますと、今でこそ医療でうんぬんという議論が中心になっておりますけれ

ども、正直言いまして、本当に十数年前までは医療での対策対応はほとんどなかったです。

そういう意味では、この１０年間で劇的に変わった分野がこの薬物の分野だろうと、私は思

っています。それ以前は、いろんな意味での熱心な個人の方が、その熱意ですよね、全国何

人かのそういう医療従事者が、今で言えば薬物依存の方々を医療の現場で見ていたという現

状です。なぜそうかというと、これは現在も実は変わらないのですけれども、薬物依存症と

いう、現在はいわゆる疾患という見方が世界的にもう当然になっていますけれども、残念な

がら特効薬がないという現状は何一つ変わっておりません。そうなってきますと、簡単に言

うと、医療と福祉の境がなくなってきます。と同時に、この薬物絡みになってくると、そこ

にまた反社会的な活動とか勢力とか、そういうものも絡んでくるのですね。本当に厄介な分

野としか言いようがないということなのです。 

  その中で、十数年で現状を変えた原動力は、個人的には法務省サイドでの考え方、流れの

変化というものが原動力になってきたというのが、私の認識です。この再犯防止という、そ

の前になりますけれども、基本的には同じ出発と見るべきでしょうか、刑の一部の執行猶予

制度が導入されたというのは、ものすごく大きい気がします。ところが、この薬物依存のあ

る方に対して、それではどうするのだという議論が当然想定されたわけですけれども、医療

サイドの体制が全然整っていなかった状況の中で、特効薬がない中で何できるのだと、本当

に悩みました。ただ、それに先駆けて、医療的な対応のない日本でどうすればよいのだとい

うことを、私たちグループが考えていて、海外で何が行われているのかということを見なが

ら、これだったら日本で導入できるんじゃないかということで導入したのが、俗にＳＭＡＲ

ＰＰと呼ばれている、いわゆる認知行動療法的な取組だったということです。 

  この導入自体は、本当によかったと思っておりますし、これなくして現在の医療体制及び

その再犯防止のいろんな取組ですね、そういうものが形作られなかったという気がします。

当時、この検討会とは別に、先駆けて、法務省の中に薬物地域支援研究会というものが作ら

れました。そこで、どういう形で刑の一部の執行猶予をうまくやっていこうか、何とかなら

ないかということを検討したわけですけれども、そのときに、一応まとめとして出したもの

が、今日、私の資料として提出させていただいた地域連携ガイドラインです。それと、その

ガイドラインを踏まえた支援の流れ図というイメージ図の２枚になります。結局、この検討

会で薬物問題について考えるときには、その２枚の紙を基本にして、何とかそれに近付けら

れないかという、そういうことをやってきた気がします。 

  お陰さまで、刑事施設、簡単に言えば刑務所の中、あるいは外の保護観察所、そういうと

ころでも認知行動療法的な手法に基づく取組ということを柱としてやってきました。同時に、

これは厚生労働省の方になると思いますけれども、地域でもろもろの機関が何とか連携して、

薬物依存というものに対応していこうという体制作りですね、そういうものも進めていただ

けました。薬物依存症の相談拠点とか、あるいは全国拠点機関を作って、その下で専門医療

機関作り、治療拠点機関作りということを進めてきているのですね。これで何とか見た目の

形が最低限できてきた、そういう認識を私は持っております。 

  ただ、ここで考えなくてはならないのは、薬物依存を有する方々の終着点は何なのかとい

う話なのです。これは、医療施設にため込むことじゃないですね。やはり社会の中で、それ
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ぞれの生活をやっていくという、そういうところを常に目指す必要があるわけです。そうい

うことを考えますと、まず、いわゆる認知行動療法的な取組自体、一部では、誰でもマニュ

アルどおりやればできるんだなんて言う人もいますけれども、決してそうではないです。

日々トレーニングを受けて、その成果がどうか、効果があったかどうか、そういうことをい

つもチェックしながら続けていってこそ、質が維持できる、そういう質の担保が必要です。

ですから、そういうことを今後やっていく必要があるのではないかというのが、一つです。 

  それと同時に、地域での関係機関の連携強化ということが、非常に必要なのですけれども、

これは、医療機関で終了というわけではないと思います。特に、私たちグループが導入を進

めてきた認知行動療法的なやり方というのは、アメリカのあるところのものをモデルにして

おりますけれども、そこではっきり言われたのは、あくまでそういうやり方というものは、

自助活動に結び付ける手段なのだよと、それで終了という話ではないよということを、言わ

れているんですね。ということで、基本的には精神保健福祉センターあるいは医療機関、こ

れは保護観察所も同じだと思いますけれども、それぞれのところを経由して、目指すところ

は民間回復施設につないでいく、あるいは日本の場合には、あまり数はありませんけれども、

ＮＡと呼ばれる自助グループにつないでいく、そういうことの強化ということを、今後もう

一度きちんと考えていく必要があるかなと思っております。 

  あと、今日、法務省さんの資料にも出ておりました。大麻事犯者への対応ということなの

ですけれども、実はこれは、今後大きな問題に確実になる問題だと思います。大麻事犯者、

検挙者数が増加しているのは、皆さん御存じのとおりなのですけれども、それに対して、昨

年、厚生労働省の中で大麻等の薬物対策の在り方検討会が開かれました。そこで、いろいろ

な意見があるのは当然でしょうけれども、私自身がある意味でショックを受けました。いわ

ゆる薬物問題というのは、使っては駄目だよという１次予防がまず重要だと思います。それ

でも、現実には使ってしまう人たちがいるわけで、中には依存という状態に陥る方がいる。

そのため、次には、そういう人たちに対する早期発見、早期介入という２次予防ですね。そ

れから、そういう人たちに対する社会復帰という、そういう順番があると考えています。日

本はそれでやってきたと思っております。その基本になる１次予防というのは、国民なら誰

でも知っていると思うんですけれども、「ダメ。ゼッタイ。」普及運動でして、これが絶大

な力を持ってきたのは、私は否定できないと思います。 

  ところが、ある人から、その「ダメ。ゼッタイ。」ということ自体が、そういう問題に陥

った人たちが、相談窓口、医療機関にアクセスすることを阻害しているという意見が出され

ました。果たしてそうだろうかと、私はいろんな意味で疑問を持っています。先ほど言った

方の考え方は、そういう方々は、往々にして幼少期からの長い生活史の中で、薬物を使うこ

とによってなんとか生き延びてきた方々が少なからずいる、そういう人に対して、「ダメ。

ゼッタイ。」というのはおかしいのではないかという議論なのですね。私は、それ、ちょっ

と筋が違うと思っています。では、窃盗ならどう考えるのだと思うのですが、窃盗するしか

生きてこられなかったという言い方ができる人も現実にはいると思います。いると思うけれ

ども、私たちが目指しているのは、どんな苦労があろうが、どんな心的な問題があろうが、

薬物使用や窃盗に手を染めない社会をどう作っていくかという大前提があると思うのです。

先ほどの論法は、やはり本末転倒だという気がします。 

  ということで、私は大麻事犯者を今後考える必要が出てくると思うのですけれども、これ
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は、川出先生や宮田先生も言われていたことでしょうか、少し法体系というものを本質的に

考え直す一つの大きなきっかけじゃないかと思います。話を一気に覚醒剤まで広げてしまう

と非常に問題になってくるんで、私はそこまで言いませんけれども、少なくとも大麻という

ものは、覚醒剤、麻薬と随分薬理作用が違うのは認めざるを得ません。その中で重要なのは、

使っては駄目だよという基本は変わらないのですけれども、厚生労働省での検討会の課題の

一つには、大麻の使用罪の新設をどう考えるかということがありました。私は基本的には、

何らかの意味で使用罪的なものを考える必要もあると思っています。 

  ただし、そこで押さえたいのが、使用罪で捕まったから、起訴されてすぐ前科が付くとい

うのはいかがなものかということなのです。大麻に手を出す方は、やはり若い方が圧倒的に

多いことがありまして、良いも悪いも好奇心ということは無視できません。たった１回の好

奇心で前科が付くということは、その方の将来に関わる大きな問題です。この検討会でも、

前科が増えれば増えるほど社会復帰が難しくなるということが、明らかに数字に出ているわ

けですね。そういう意味では、最初から前科を付ける必要があるのかどうかという、そうい

う検討というのは絶対必要だと、個人的には思っています。 

  海外の話になりますが、薬物事犯についての対応というのは、国によっていろいろ違うの

でしょうけれども、１回目は、簡単に言えば、注意する、２回目ももっと強い注意する、３

回目、もうアウトとか、日本語で言えば俗に三振法とか言われる制度を取り入れている国も

ありますし、そういうことを考えると、大麻の場合には、１回目は研修を課し、２回目はど

うするか、３回目は刑務所かとか、大麻を使った人に対しては、社会生活上の運転免許証み

たいな考え方で段階を踏んでもよいのではないかと考えたりします。要するに、目的は、前

科を付けることではないわけでして、目的は薬物使用をやめましょう、やってもらいたくな

いということだと思いますから、そういうことを法でできないものかどうか、本当に考えて

いく重要な時期になってきたかなと、個人的には思っています。 

  ということで、これまでのまとめとは別に、新しい話もさせていただきましたが、今後薬

物依存を有する方に対しては、基本的には認知行動療法的な医療的な対応の質の向上ですね、

それをきちんとやると同時に、各機関の連携の流れの強化というものをもう一度、支援等の

流れのイメージ図に基づいて再点検しながら強化していくということが重要ではないかと、

個人的には考えています。 

  長くなりました。以上でございます。ありがとうございました。 

○法務省大臣官房政策立案総括審議官 和田委員、ありがとうございました。 

  有識者委員９名の皆様から御意見を頂戴いたしました。まだ若干だけお時間がございます

ので、有識者委員の皆様、あるいは関係部署の方々から、更に御発言等ございましたら頂戴

したいと思いますけれども、いかがでしょうか。 

 

 （出席者からの発言希望なし。） 

 

  よろしいですかね。 

  本日キックオフでございましたけれども、多くの幅広い御意見を頂きました。誠にありが

とうございます。これから皆様と共に、現状と将来を見据えた新たな計画を策定してまいり

たいと考えております。 
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  今後の検討会の進め方についてですが、近時の再犯防止の現場の実情を把握するため、次

回以降、複数回にわたりまして、関係者の方々からヒアリングを行いたいと考えております。

その上で、更に皆様方に御議論いただいて、年内をめどに、次期再犯防止推進計画の案を策

定したいと考えております。そして、先ほどもありましたが、現行の計画の期限であります

来年の３月までに、閣議決定を得たいと考えております。いずれにいたしましても、皆様方

に御相談をしながら、この検討会を進めてまいりたいと考えておりますので、御協力を賜り

ますよう、よろしくお願いいたします。 

  次回の日程などにつきましては、追って調整の上で御連絡させていただきます。 

  このような感じでよろしいでしょうか。 

 

 （出席者からの異論なし。） 

 

長時間にわたり、ありがとうございました。 

  以上をもちまして、本検討会の第１回目を終了いたします。ありがとうございました。 

―了― 


